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P35 産業技術総合センター事業運営費 一般会
計

商工費 商工業
費

項
産業技術総合
センター費

産業技術総合センター運営費
番号 事業名

事 業
期 間

平成15年度～ 根 拠
法 令

 なし

款

針路 11
分野施策 1102

１　事業概要 ５　事業説明
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　産業技術総合センターの基本機能である
　①中小企業の技術的な課題解決への支援
　②中小企業ニーズ、社会的ニーズに基づく研究開発
を最大限に発揮することにより県内産業(主に製造業を
中心とした中小企業)の技術力を強化し、その振興を図
る。

　ア　事業費　228,201千円
　イ　運営費　 25,397千円

(１)事業内容
　ア　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 228,201千円
　(ｱ)　技術支援
　　中小企業が単独で導入することが困難な高度な測定器や分析機器などの
　　試験研究機器を整備し、中小企業の技術的課題解決を支援する。
　(ｲ)　情報・交流
　  ・産業技術総合センターに蓄積されている技術的な知見の紹介や特許利用の促進。
　　・異業種交流、技術研究会などの企業間交流の推進。
　　・近隣の工業系公設試験研究機関とのネットワークによる広域支援の推進。
　イ　運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25,397千円
　(ｱ)　委員会
　　県内中小企業に対する技術支援施策に反映させるため、センター事業及び研究業務に関して、
　　民間企業経営者や学識経験者等で構成する委員から幅広く意見を頂戴する。
　(ｲ)　一般運営費
    産業技術連携推進会議参加費、経常的事務経費など。
(２)事業計画
　ア　事業費　(ｱ)　試験研究機器の整備(～12月)
　　          (ｲ)　研究発表会の開催(9月)、北部研究所研究発表会の開催(11月) など
　イ　運営費  (ｱ)　運営委員会の開催(3月)　(ｲ)　研究評価委員会の開催(2月)
(３)事業効果
　　【活動指標(アウトプット)】試験研究機器を活用した技術支援件数(依頼試験・機器開放)　29,000件
　　【成果指標(アウトカム)】課題解決した利用企業数　1,800者
(４)県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　広域連携による支援機能強化
　・TKF(東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県)などの公設試験所ネットワークによる広域的支援。
　・(国研)産業技術総合研究所や(国研)理化学研究所など国立研究機関や工科系大学
　　とのネットワークを活用した企業の技術的課題解決機能の強化。

２　事業主体及び負担区分
ア　(県10/10)
　　((財)JKA2/3・県1/3)
イ  (県10/10)

３　地方財政措置の状況
普通交付税(単位費用)(款)商工行政費(細目)工業技術セ
ンター費(細目)工業技術センター費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×77.4人＝735,300千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比使用料・手数料 財産収入 諸 収 入 県　債

決定額 253,598 195,003 2,447 26,046 32,000

前年額 243,358 204,460 3,517 22,416 30,000 △17,035

― 産業労働部 35 ―

稼げる力の向上

△1,898 10,240

変化に向き合う中小企業・小規模事業者の支援



 

事業名

単位事業名 予算額 228,201千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

使用料及び手数料・ 78,696 △4,814 産業技術総合センター開放機器使用料
商工業使用料

使用料及び手数料・ 91,412 △4,643 産業技術総合センター依頼試験手数料
商工業手数料

財産収入・ 2,000 △1,000 県内中小企業等
その他の普通財産等貸付収入 特許権等実施許諾料

財産収入・ 447 △70 県内中小企業等
生産物売払収入 培養酵母の頒布

諸収入・ 26,046 3,630 開放機器操作技術研修負担金
雑入 研究者養成研修受講負担金

(公財)ＪＫＡ助成金
現場改善等専門家派遣企業負担金

　

事業内訳書

産業技術総合センター事業運営費

事業費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 228,201千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

県債・ 32,000 2,000 産業技術総合センター施設整備事業債
商工債

一般財源 △2,400 14,660

合計 228,201 9,763

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 6,980 550 特許維持管理　弁理士費用等
現場改善・製品開発支援事業等　専門家謝金
各種委員会、講演会謝金等

旅費 1,938 △118 人材育成、現場改善・製品開発支援事業等
連携会議、研究学会、展示会等　出張旅費

需用費 87,060 7,872 依頼試験・機器解放用　一般消耗品費
試験用特殊ガス等　消耗品費
保有機器修繕費

役務費 40,936 2,782 保有機器点検費、特許登録等印紙代、廃液・廃棄物処理費

　

主な内容

主な内容

事業費



 

 

単位事業名 予算額 228,201千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 19,111 △8,448 保有機器保守委託費、作業環境測定委託費

使用料及び賃借料 543 △8 ソフトライセンス使用料、文献検索料

原材料費 146 0 培養酵母用原材料

備品購入費 69,188 7,112 試験研究機器購入費

負担金、補助及び交付金 684 21 学会等参加負担金、講習会参加負担金

補償、補塡及び賠償金 1,575 0 特許実施補償金、特許登録補償金

公課費 40 0 清酒のサンプル配布

合計 228,201 9,763

事業費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 25,397千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

使用料及び手数料・ 24,895 0 産業技術総合センター貸研究室使用料
商工業使用料

一般財源 502 477

合計 25,397 477

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 490 0 各種委員会委員謝金

旅費 1,410 △464 連絡会議、企業訪問等

需用費 13,318 △894 経常消耗品、ウィルス対策ソフトウェア・サーバー等消耗品、
被服代(制服)、印刷製本費用、貸研究室等修繕費、
公用車、プリンター点検修理代

役務費 6,492 1,607 電話・郵券・宅配便等、機器廃棄手数料

使用料及び賃借料 2,332 228 機器リース料

　

運営費

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 25,397千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 1,314 0 技能講習、セミナー等受講負担金、会議等参加負担金

公課費 41 0 自動車重量税

合計 25,397 477

運営費

主な内容


